
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

逗子市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】　大型事業所等がない住宅都市のため、歳入総額の約27％を個人住民税に依存しているが、平成19年１月現在の高齢
化率は25.3％と高齢化が進行しており、今後、個人住民税の減少が見込まれる。退職者不補充等による人件費の削減や、事務事業の
見直しを実施し、歳出削減に努める。

【経常収支比率】　三位一体改革による補助金、地方交付税の削減に加え、税制改正により個人住民税についても従来より減収とな
り、十分な税源移譲がされない状況にあるなかで、歳出に関しては、経常的経費の削減に努めているが、平成２１年度にピークを迎え
る団塊の世代の定年退職に係る退職金、特別会計への繰出金の増加等、非常に苦しい状況が続くものと思われる。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】　県内平均より高くなっているのは、主に人件費が要因となっており、ごみ収集、消防、その
他施設運営等を直営で行っていることによるものである。これまでも一部業務の委託化を図っているところであるが、今後も民間でも実
施可能な部分の委託化等を進め、コストの低減を図る必要がある。

【人口１人当たり地方債現在高】　平成14年度からの大型事業である文化・教育ゾーン整備事業や、臨時財政対策債、減税補てん債
等、ここ数年、地方債の発行は増加しているものの、依然、県内平均、類似団体平均を下回っている。今後は退職手当債の発行なども
想定されるが、計画的な発行により、低水準の維持に努める。

【実質公債費比率】　平成14年度から平成18年度までの大型事業である文化・教育ゾーン整備事業による地方債や、減税補てん債、臨時
財政対策債等の償還を開始したところであるが、県内平均、類似団体平均を下回っている。今後も計画的な発行と低利による借入によ
り、低水準の維持に努める。

【人口1,000人当たり職員数】　退職者補充の抑制、非常勤職員の活用や指定管理者制度等の手法を用いて、集中改革プランに伴う平成
17年から平成22年までの職員削減目標（515人→461人　△10.5％）の達成に向け、順調に推移しているところである。

【ラスパイレス指数】　平成13年の102.5（県内37団体中19位）から平成18年は99.2（同21位）と給与水準見直しの効果が現れている。しか
しながら、平成18年類似団体平均98.0％を上回る状況にあることから、給与構造改革を着実に実施していく中で、特殊勤務手当等の見直
しを行っていく。


